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 本稿では，とくに 1990 年代以降にこうした特徴的な現れ方をみることになった企業結合に
ついて，M&A との関連をふまえて企業提携を中心に取り上げ，その今日的問題の解明を試み
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和が M&A の著しい増加のひとつの主要因になっているという点にも特徴がみられる 7)。こう
したM&Aの急増はこの時期の直接投資の著しい増大をもたらした大きな要因のひとつとなっ
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生産面と販売面での利点も大きい。こうした自社技術の世界標準化をはかるための動きは，ト
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